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要約：本稿の目的は，ソフトウェア開発のプロジェクト特性を課題解決型，価値創造型の

視点にもとづき分類し，職務満足との関係を明らかにすることである。インターネット調

査で収集したデータを対象に分析した結果，プロジェクトタイプとして「課題解決型（要

件明確）」「課題解決型（要件不明）」「価値創造型」「目的不明型」の 4 つが抽出された。

また，職務満足と課題解決型（要件不明）および目的不明型の間に負の関連が見られた。  

 

1. 問題 

1.1 目的 

デジタルトランスフォーメーションの大きな波の中で，IT を取り扱う状況が変化して

いる。変化を捉える視点は様々あるが，そのひとつとして旧来型の IT 事業・業務（＝課

題解決型）から，新たな IT 事業・業務（＝価値創造型）への移行に着目する見方がある

（情報処理推進機構，2018）。課題解決型の目的は，自社またはユーザー企業の既存事業

の効率化やコスト削減にある。要件定義の明確性や確実性を重視する姿勢，主にウォータ

ーフォール型の開発モデルを適用する点に特徴がある。価値創造型は，自社またはユーザ

ー企業の事業の価値創造を目的とする。要件が不確実で，スピード感を重視し，主にアジ

ャイル型の開発モデルを適用するといった特徴を有する（表 1）。 

 

表 1 IT 事業・業務のタイプ  

課題解決型  

目的：自社またはユーザー企業の既存事業の効率化やコスト削減  

特徴：要件定義が明確，確実性を重視，主にウォーターフォール型

で開発 

価値創造型  
目的：自社またはユーザー企業の事業の価値創造  

特徴：要件が不確実，スピード感を重視，主にアジャイル型で開発  

注 情報処理推進機構（2018）図表 1-1-1 にもとづき作成。  

 

他方，バイモーダル IT と呼ばれる IT マネジメントモデルの視点では，企業システム

を，「企業内の業務システム」（SoR：Systems of Record）と「顧客接点を高度化するシス

テム」（SoE：Systems of Engagement）に分類して捉え（宗平，2018），SoR から SoE への

移行に着目する。また，企業における責任者の視点からは，これまで IT 全般を扱ってき

た CIO（Chief Information Officer）の役割が分岐し，新たに CDO（Chief Digital 

Officer）の役割が注目されている（神岡，2018）。課題解決型の IT 事業・業務が SoR や

CIO に対応し，価値創造型の IT 事業・業務が SoE や CDO に対応すると考えられる。  

このように，IT 事業・業務を 2 つのタイプで捉える見方が一般的になりつつあること

から，IT 人材が携わるソフトウェア開発プロジェクトも同様に 2 タイプに分類可能であ

ると考えられる。ソフトウェア開発プロジェクトを 2 タイプに分類し特徴を明らかにでき

れば，それに携わる IT 人材をマネジメントする上で有益な示唆が得られるだろう。そこ



で本研究では，IT 人材が携わるプロジェクトの特性を課題解決型と価値創造型の 2 タイ

プで捉えることを試みるとともに，プロジェクトタイプと IT 人材の職務満足との関係を

検討する。  

 

1.2 検討課題  

(1)プロジェクト特性の分類  

 上述の通り，情報処理推進機構（2018）の IT 事業・業務の分類にもとづけば，IT 人材

が携わるプロジェクトは課題解決型と価値創造型の 2 タイプに分類できると予想される

（仮説 1）。 

 

(2)プロジェクトタイプと職務満足の関係  

本稿では，IT 人材の職務満足を職務満足（内発的）と職務満足（外発的）の 2 因子構

造で捉える。職務満足（内発的）は，仕事の内容そのものや，自己成長，上司との関係性

などから構成され，動機づけ要因の充足によって満たされるものである。職務満足（外発

的）は，給与や会社の方針，労働環境などから構成され，衛生要因の充足によって満たさ

れるものである（櫻木，2006）。 

技術者の組織行動にポジティブな影響を与える要因は，技術者の自律性や創造性が発揮

できるような職務特性であることが知られている（開本，2006）。課題解決型と価値創造

型を比べると，明確な要件定義にもとづく確実性の高いプロダクトの作成が求められる課

題解決型よりも，要件が不確実でスピード感が重視される価値創造型においてこそ，IT

人材の創造性や自律性が求められるだろう。それゆえ，価値創造型のプロジェクトに携わ

る IT 人材の方が，創造性や自律性が発揮されやすく，職務満足（内発的）は高いことが

予想される（仮説 2）。 

 一方，職務満足（外発的）は，給与や企業方針または物理的な労働環境などで構成され

ており，環境要因の充足によって満たされるものである。現在，多くの企業で価値創造型

の IT 事業・業務の拡大が図られており，それに関わる IT 人材の獲得競争が激しい。この

ため，価値創造型の IT 事業・業務に就く IT 人材の方が，課題解決型の IT 事業・業務に

就く IT 人材に比べて高い給与を得ている可能性がある。また，上で述べたように価値創

造型の IT 事業・業務では，IT 人材の創造性や自律性を発揮しやすい。そのような IT 事

業・業務を拡大しようとする方針を持つ企業に対して，多くの IT 人材はより魅力を感じ

るだろう。さらに，課題解決型の特徴であるウォーターフォール型の開発現場では，開発

モデルの階層性に適応した多段階の下請け構造の存在が指摘されている。下請け構造の下

層で働く IT 人材の物理的な労働環境の特徴として，作業スペースの狭さや，クライアン

ト先での常駐形態などが挙げられる。以上の要因は，IT 人材の職務満足（外発的）を低

下させる方向に機能するだろう。それゆえ，課題解決型のプロジェクトに携わる IT 人材

の方が，職務満足（外発的）が低いことが予想される（仮説 3）。 

 

2．方法 

2.1 分析対象  

分析に用いるデータは，インターネット調査によって得たものである。国内法人企業に

正社員として働く，30 歳～59 歳の男性 IT 人材を対象に調査をおこなった。調査時期は

2019 年 2 月である。収集した 600 件のうち，回答に不備がある個票を除いた 502 件を分

析対象とした。  

 

 



2.2 分析に用いる変数  

(1)プロジェクト特性  

 情報処理推進機構（ 2018）の分類にもとづき，IT 人材が携わるプロジェクト特性を，

課題解決型と価値創造型の 2 因子構造を想定した各 4 項目，計 8 項目の設問を用いた。課

題解決型は「要件定義が明確である」「既存事業やシステムの，効率化やコスト削減を目

的としている」「主にウォーターフォール型で開発している」「確実性を重視している」の

4 項目から成る。価値創造型は「新たな価値創造を目的としている」「主にアジャイル型

で開発している」「要件が不確実である」「スピード感を重視している」の 4 項目である。

「あなたが現在担当している開発案件についてお伺いします（複数の案件に携わっている

場合は，もっとも時間を費やしている案件についてお答えください）」の教示文を示し，

項目ごとに「1．全く違う」から「5．全くそうだ」の 5 件法で回答を得た。  

 

(2)職務満足  

 櫻木（2006）を参考に，2 因子構造を想定した各 3 項目，計 6 項目の設問を用いた。職

務満足（内発的）の測定項目として「仕事の内容」「仕事を通じての自己成長」「上司から

の信頼」の 3 項目を用いた。職務満足（外発的）の測定項目として「給与」「福利厚生」

「経営方針や会社の諸制度」の 3 項目を用いた。「以下の項目に対する，あなたの現在の

満足度についてお伺いします」の教示文を示し，項目ごとに「1.とても不満足」から「5.

とても満足」までの 5 件法で回答を得た。  

 

(3)個人属性  

 個人属性として，年齢，学歴，企業規模（従業員数），役職，職種，勤務場所，所属部

門を尋ねた。年齢の範囲は 30 歳から 59 歳であり，平均は 44.7 歳（SD＝7.9）であった。

学歴は，中学・高校卒＝45（9.0%），専門・短大卒＝ 95（18.9%），大学卒＝ 305（60.8%），

大学院卒＝57（11.4%）であり大学卒以上が全体の 7 割である。企業規模（従業員数）

は，99 人以下＝ 136（27.1%），100～499 人＝131（26.1%），500～999 人＝68（13.5%），

1,000 人以上＝167（33.3%）であり 500 人未満が全体の半数を占めていた。役職は，一般

＝232（46.2%），係長＝124（24.7%），課長＝93（18.5%），部長以上＝53（10.6%）であ

り，課長以上は全体の約 3 割である。職種は，組込みソフト開発＝ 70（13.9%），パッケー

ジソフト・ミドルウェア開発＝ 70（13.9%），受託システム開発・社内システム開発

（Windows，UNIX 系）＝231（46.0%），受託システム開発・社内システム開発（汎用機

系）＝53（10.6%），受託システム開発・社内システム開発（ iOS，Android 系）＝10

（2.0%），受託システム開発・社内システム開発（その他）＝ 19（3.8%），上記以外のソフ

トウェア開発＝ 49（9.8%）であった。勤務場所はクライアント先（常駐）＝ 118

（23.5%），自社・その他＝384（76.5%）であり，所属部門は情報システム部門＝ 153

（30.5%），事業部門・開発部門・その他＝ 349（69.5%）であった。  

 

3．結果と考察  

3.1 プロジェクト特性 

(1)プロジェクト特性の因子分析  

プロジェクト特性の 2 因子構造を検証するため，確証的因子分析をおこなった。その結

果，GFI，AGFI，CFI のいずれの数値も 0.9 を下回り，また RMSEA＝.181 となり，2 因子構

造を支持する結果が得られなかった。そこで，探索的因子分析（主因子法，バリマックス

回転）をおこなったところ，解釈可能な 3 因子解が得られた。第 1 因子は「要件定義が明

確である」「要件が不確実である」から構成され，「要件の明確性」を表すものであると解



釈できる。「要件定義が明確である」と「要件が不確実である（反転）」の信頼性係数を算

出すると，α＝.82 と十分な値を示したため，2 項目を合成変数化した。以降の分析で

は，2 項目の平均値を「要件の明確性」の変数得点として用いる。  

第 2 因子は「主にウォーターフォール型で開発している」「確実性を重視している」，続

く第 3 因子は「主にアジャイル型で開発している」「新たな価値創造を目的としている」

から構成されており，それぞれ当初想定していた「課題解決型」と「価値創造型」に相当

する因子であると解釈することが可能である。しかし，第 2 因子，第 3 因子を構成する項

目の信頼性係数の値は 0.5 未満であった。また，「既存事業やシステムの，効率化やコス

ト削減を目的としている」「スピード感を重視している」の項目は，どの因子に対しても

十分な因子負荷量の値を示さなかった。このため，「要件の明確性」以外の 6 項目は，互

いに独立した職務特性を表す変数として用いることとした。各項目の変数名，記述統計

量，各変数間の相関係数を表 2 に示す。  

 

表 2 プロジェクト特性の記述統計量および相関係数  

注  *** p<.001，** p<.01，* p<.05；N=502 

 

(2)プロジェクト特性のクラスター分析  

 確証的因子分析の結果，プロジェクト特性は 2 因子構造として捉え難いことが明らかに

なり，仮説 1 は不支持となった。そこで，クラスター分析をおこないプロジェクト特性の

分類を試みた。プロジェクト特性 7 変数を対象に，ユークリッド平方距離，Ward 法によ

る階層的クラスター分析を実施したところ，各クラスターの有意味性とデンドログラムの

形状から，4 つのクラスターが適切であると判断した。  

 各クラスターの特徴を明らかにするため，プロジェクト特性（7 変数）を従属変数，ク

ラスターを要因とした分散分析をおこなった。その結果，すべてのプロジェクト特性（7

変数）においてクラスターの主効果が有意であった。各クラスターの特徴を視覚的に検討

するため，変数ごとに「クラスターの平均値」から「全体の平均値」を引いた値を図示し

たものが図 1 である。また，分散分析の結果を表 3 に示す。  

 

(3)プロジェクトタイプの特徴  

当初予想した 2 タイプと比較しながら，本稿で明らかにされたプロジェクトタイプの特

徴を明らかにしていきたい。まず，課題解決型の IT 事業・業務は，要件明確性，効率

化・コスト削減目的，ウォーターフォール開発モデル，確実性重視の特徴を有する（情報

処理推進機構， 2018）。これに近いタイプとして分類されたのが，CL1 と CL2 である。  

しかし，CL1 では，価値創造型の IT 事業・業務を特徴づける要素である，価値創造目

的，スピード重視の得点も全体の平均を上回っている。このことから，価値創造目的と効

率化・コスト削減目的は，1 次元上に配置される特性ではなく，互いに独立し並立可能な

特性であることが示唆される。また，スピード重視と確実性重視についても同様の指摘を

することができる。  

 

1 2 3 4 5 6

1 要件定義の明確性 3.00 0.88

2 効率化・コスト削減目的 3.35 1.00 0.16 ***

3 ウォーターフォール開発モデル 3.35 1.06 0.08 0.16 ***

4 確実性重視 3.69 0.83 0.23 *** 0.20 *** 0.30 ***

5 価値創造目的 3.18 0.94 0.18 *** 0.13 ** -0.06 0.07

6 アジャイル開発モデル 2.48 1.02 -0.02 0.06 -0.48 *** -0.18 *** 0.33 ***

7 開発スピード重視 3.38 0.80 -0.14 ** 0.06 -0.05 -0.02 0.19 *** 0.12 *

－

－

－

プロジェクト特性No.
相関係数

平均値 SD

－

－

－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 横軸は変数ごとの「クラスターの平均値」から「全体の平均値」を引いた値を表す。  

図 1 クラスター分析の結果  

 

表 3 分散分析の結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 *** p<.001；多重比較の結果は，5%水準で有意な差があったものを記載した。  

 

一方，CL2 を見ると，ウォーターフォール開発モデル，確実性重視の値は 4 クラスター

の中で最も高い。また，効率化・コスト削減目的の値は全体の平均を下回るものの 3.0 を

上回る。しかし，要件明確性の値は CL1 に比べて有意に低かった（表 3）。このことか

ら，CL2 は課題解決型の特徴を多く有するものの，要件定義が不明確であるタイプとして

整理することができる。つまり，CL1 と CL2 が課題解決型の IT 事業・業務におけるプロ

ジェクト特性を有するものの，両者の違いは要件定義の明確性にある。そこで，CL1 を

「課題解決型（要件明確）」，CL2 を「課題解決型（要件不明）」と命名した。  

次に，価値創造型の IT 事業・業務は，価値創造目的，アジャイル開発モデル，スピー

ド重視，要件定義の不明確さ，の特徴を有する（情報処理推進機構，2018）。これに最も

近いタイプとして分類されたのが，CL3 である。ところが，このタイプでも，課題解決型

の IT 事業・業務を特徴づける要素である，要件明確性，効率化・コスト削減目的，確実

CL1

N =142

CL2

N =147

CL3

N =80

CL4

N =133

全体
N =502

多重比較
（Bonferroni法）

平均値 3.57 2.72 3.08 2.67 3.00

SD 0.60 0.95 0.87 0.76 0.88

平均値 3.96 3.27 3.48 2.71 3.35 CL4<CL2<CL1

SD 0.62 1.08 0.90 0.88 1.00 CL4<CL3<CL1

平均値 3.68 4.31 2.60 2.40 3.35

SD 0.63 0.63 0.74 0.81 1.06

平均値 3.95 3.97 3.68 3.11 3.69 CL4<CL3<CL2

SD 0.66 0.74 0.74 0.86 0.83 CL4<CL1

平均値 3.57 2.76 3.89 2.81 3.18

SD 0.66 0.97 0.81 0.83 0.94

平均値 2.57 1.59 3.45 2.77 2.48 CL2<CL4<CL3

SD 0.83 0.65 0.79 0.89 1.02 CL2<CL1<CL3

平均値 3.46 3.24 3.65 3.27 3.38

SD 0.80 0.93 0.60 0.69 0.80
スピード重視 6.0 *** CL2, CL4<CL3

価値創造目的 51.8 *** CL2,CL4<CL1<CL3

アジャイル開発モデル 108.9 ***

ウォーターフォール
開発モデル

216.5 *** CL3, CL4<CL1<CL2

確実性重視 38.8 ***

F値

要件明確性 37.6 *** CL2, CL4<CL3<CL1

効率化・コスト削減目的 46.2 ***



性重視の得点は，全体の平均を上回っていた。情報処理推進機構（ 2018）は，IT 事業・

業務を課題解決型と価値創造型の 2 タイプで分類しているが，その本質はプロダクトの開

発目的の違いにあった。つまり，業務の効率化やコスト削減を主な目的とするタイプ（課

題解決型）と，ビジネスを創出し，新しい仕事や価値を次々に生み出していくことを目的

とするタイプ（価値創造型）の違いである。表 3 を見ると，CL3 は CL1 に比べて効率化・

コスト削減目的が有意に低く，価値創造目的が有意に高い。それゆえ，CL1 が課題解決型

（情報処理推進機構，2018）に対応し，CL3 が価値創造型（情報処理推進機構，2018）に

対応するタイプであると考えるのが妥当であろう。そこで，CL3 を「価値創造型」と命名

した。 

最後に，CL4 は，確実性重視，スピード重視の値だけが 3.0 を上回り，それ以外の特性

の値は 3.0 を下回る。つまり，CL4 は要件定義，開発目的，開発モデルともに不明確であ

り，情報処理推進機構（2018）が想定する IT 事業・業務のタイプにあてはめることが難

しい。そこで，CL4 を「目的不明型」と命名した。  

上記の検討をふまえ，情報処理推進機構（2018）による IT 事業・業務タイプと，本稿

で分類されたプロジェクトタイプの関係を整理した（表 4）。課題解決型（要件明確）が

142 名（28.3%），課題解決型（要件不明）が 147 名（29.3%）であり，全体の約 6 割が課

題解決型（289 名，57.6%）に分類される。価値創造型は 80 名（15.9%）であり，全体の 2

割に満たない。残る 133 名（26.5%）が，目的不明型に分類された。  

 

表 4 IT 事業・業務タイプとプロジェクトタイプの関係  

情報処理推進機構
（2018）にもとづく IT

事業・業務タイプ  

本稿で分類されたプロジェクトタイプ  
（N，%） 

課題解決型  

課題解決型（要件明確）  
（N=142，28.3%）  

課題解決型（要件不明）  
（N=147，29.3%）  

価値創造型  
価値創造型  

（N=80，15.9%） 

－ 
目的不明型  

（N=133，26.5%）  

 

IT 人材の個人属性（年齢，学歴，企業規模（従業員数），役職，職種，勤務場所，所属

部門）とプロジェクトタイプの関連を検討するため，まず，年齢を従属変数，プロジェク

トタイプを要因とした分散分析をおこなった（表 5）。その結果，プロジェクトタイプの

主効果が有意であった（ F 値＝4.448，p<.01）。多重比較の結果，課題解決型（要件明

確）の平均年齢が，課題解決型（要件不明）および目的不明型の平均年齢よりも有意に高

かった。 

次に，学歴，企業規模（従業員数），役職，職種，勤務場所，所属部門とプロジェクト

タイプのクロス集計をおこないχ 2 検定を行ったところ，プロジェクトタイプと企業規模

（従業員数）との間に有意な関連が見られた（χ 2=21.51，p<.05）。企業規模（従業員

数）とプロジェクトタイプのクロス集計の結果を表 6 に示す。表 6 より，99 人以下にお

いて，課題解決型（要件不明）の割合が期待値よりも低く，目的不明型および価値創造型

の割合が期待値よりも高かった。また，1,000 人以上において，課題解決型（要件不明）

の割合が期待値よりも高く，価値創造型の割合が期待値よりも低かった。一方，学歴，役

職，職種，所属部門との間には有意な関連は無かった。  



表 5 年齢を従属変数とした時の分散分析の結果  

 

 

 

注 ** p<.01，* p<.05 

 

表 6 企業規模（従業員数）とプロジェクトタイプのクロス集計の結果  

 

 

 

 

 

 

 

注 χ 2=21.51（p<.05）。下線は，残差分析の結果，5%水準で有意であったことを表す。  

 

3.2 IT 人材の職務満足 

職務満足の 2 因子構造を確認するため，確証的因子分析をおこなった。 GFI＝.981，

AGFI=.949，CFI=.977，また RMSEA＝.077 となり，2 因子構造をおおむね支持する結果が

得られた。以降の分析では，因子を構成する項目の平均値を変数得点として用いる。職務

満足（内発的）の平均値は 3.15（SD=0.73，信頼性係数 α=0.80）であり，職務満足（外

発的）の平均値は 2.80（SD=0.78，信頼性係数 α=0.76）であった。 

 

3.3 プロジェクトタイプと職務満足の関係  

 仮説 2，3 を検討するため，職務満足を従属変数，プロジェクトタイプを要因とした分

散分析をおこなった（表 7）。 

 

表 7 分散分析の結果  

 

 

 

 

 

注 *** p<.001，** p<.01，* p<.05 

 

 表 7 より，職務満足（内発的）の平均値は課題解決型（要件明確）が最も高く，課題解

決型（要件不明），目的不明型よりも有意に高い。また，価値創造型の職務満足（内発

的）は，目的不明型よりも有意に高い。職務満足（外発的）の平均値は，課題解決型（要

件明確）が最も高く，目的不明型よりも有意に高かった。課題解決型（要件明確）と価値

創造型との間に，職務満足の有意な差は見られなかった（仮説 2，3 は不支持）。  

 最後に，職務満足（内発的）および職務満足（外発的）を従属変数，プロジェクトタイ

プ（ダミー）を独立変数として重回帰分析を行った。重回帰分析では，個人属性（年齢，

学歴，企業規模，役職，職種，所属部門，勤務場所）を統制変数として用いた（表 8）。

(1) 課題解決型

（要件明確）

(2) 課題解決型

（要件不明）
(3) 価値創造型 (4) 目的不明型

多重比較

（Bonferroni 法）

平均値 3.36 3.02 3.27 2.94 (2) 、(4) ＜(1)***

SD 0.60 0.82 0.68 0.70 (4) ＜(3)**

平均値 2.94 2.78 2.77 2.64

SD 0.73 0.86 0.75 0.71
(4) ＜(1)**

職務満足

(外発的）
3.712 *

F値

職務満足

（内発的）
10.559 ***

(1)課題解決型
（要件明確）

(2)課題解決型
（要件不明）

(3)価値創造型 (4)目的不明型
多重比較

（Bonferroni法）

平均値 46.63 43.59 44.74 43.83 (2)＜(1)**

SD 8.24 7.60 7.48 7.74 (4)＜(1)*

F値

年齢 4.448 **

99人以下 33 ( 23.2% ) 28 ( 19.0% ) 30 ( 37.5% ) 45 ( 33.8% ) 136 ( 100.0% )

100～499人 38 ( 26.8% ) 40 ( 27.2% ) 16 ( 20.0% ) 37 ( 27.8% ) 131 ( 100.0% )

500～999人 23 ( 16.2% ) 15 ( 10.2% ) 12 ( 15.0% ) 18 ( 13.5% ) 68 ( 100.0% )

1,000人以上 48 ( 33.8% ) 64 ( 43.5% ) 22 ( 27.5% ) 33 ( 24.8% ) 167 ( 100.0% )

計 142 ( 28.3% ) 147 ( 29.3% ) 80 ( 15.9% ) 133 ( 26.5% ) 502 ( 100.0% )

企業規模
（従業員数）

プロジェクトタイプ
課題解決型
（要件明確）

課題解決型
（要件不明）

目的不明型 価値創造型 計



表 8 より，課題解決型（要件不明）および目的不明型のプロジェクトタイプと，IT 人材

の職務満足との間に負の関係があることが明らかになった。  

 

表 8 重回帰分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1 *** p<.001，** p<.01，* p<.05；VIF=1.1～1.8 

注 2 年齢，役職，職種を統制変数として用いたが，従属変数との間に有意な関連はなか

ったため記載を省略した。  

 

 本稿では，ソフトウェア開発のプロジェクト特性を課題解決型，価値創造型の視点にも

とづき分類し，職務満足との関係を検討した。結果，プロジェクト特性は「課題解決型

（要件明確）」「課題解決型（要件不明）」「価値創造型」「目的不明型」の 4 タイプに分類

された。また，課題解決型（要件明確）と価値創造型の間に職務満足の差は見られなかっ

た。さらに，課題解決型（要件不明）と目的不明型は，職務満足と負の関係を示した。  

なお，本稿が用いたプロジェクトタイプの分類指標は，IT 人材が主観的に評価したプ

ロジェクト特性である。そのため，プロジェクト責任者が価値創造型のプロジェクトを運

営していたとしても，プロジェクトメンバーがそのように認識しているとは限らない。こ

の点は分析結果の解釈において留意すべき点であり，本稿の限界である。  
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学歴（ref＝専門・短大卒）
中学・高校卒 0.06 0.00
大学卒 0.13 * 0.01
大学院卒 0.16 ** 0.08

企業規模（従業員数）（ref=1000人以上）
99人以下 0.07 -0.15 **
100～499人 0.02 -0.08
500～999人 0.06 -0.05

所属部門
情報システム部門 0.09 * 0.03

勤務場所
クライアント先（常駐） -0.03 -0.10 *

プロジェクトタイプ(ref=課題解決型(要件明確))
価値創造型 -0.05 -0.07
課題解決型（要件不明） -0.22 *** -0.11 *
目的不明型 -0.27 *** -0.17 **

R 2 0.11 *** 0.08 **

従属変数

職務満足（内発的） 職務満足（外発的）


